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＊2　東京学芸大学 特別支援科学講座 （184-8501　東京都小金井市貫井北町 4-1-1）
＊3　東京学芸大学 教育実践創成講座 （184-8501　東京都小金井市貫井北町 4-1-1）

１．問題と目的

　「特別支援教育」の導入（文部科学省，2007 1））以
来，特別支援教育の推進とともに，特別支援教育を担
う教員の養成・研修の充実も取り組まれてきた。特別
な教育的支援が必要な子どもが在籍する全ての学校
で，すべての教職員が特別支援教育の実践に必要な知
識・技能などを有していることが求められており（文
部科学省，2012 2）），特別支援教育の専門性を高める
ことや，現職教員に対する特別支援教育に関する研修
の充実が一層重要と考えられる。
　特別支援教育の現職教員研修に関する研究は決して
多くはないが，その知見は着実に蓄積されている。そ
の動向を概観すると，研修ニーズに関する報告（眞
城，2000 3）；姉崎，2005 4）；橋本・小池・藤野他，
2005 5）；齋藤・前川・安藤他，2006 6）；徳永・渡邉・
松村他，2007 7）；玉村・越野・郷間他，2008 8）；田中，
2009 9）；臼井・高木，2012 10）；藤井・川合・落合，
2013 11）；八木，2014 12）；左藤・池田・山中他，2016 
13）），研修システム・実施状況に関する報告（眞城，
2001 14）；真城，2002 15）；齋藤他，2006 6）；徳永他，
2007 7）；中村，2008 16）；田中，2009 9）；濱渕・二宮・
栢野，2010 17）；藤井他，2013 11）；惠羅・田中・武藏
他，2013 18）；左藤他，2016 13））に大別できる。研修
ニーズについては，特別支援学校の教員が地域の小・
中学校や関係機関との連携の在り方やアセスメントの
研修を望んでいたのに対して，小・中学校の教員は自
校内での支援の在り方や通級による指導や特別支援学

級との連携に関する研修を強く望んでいる（姉崎，
2005 4））というように，教員の所属の違いや，同様に
教職経験年数や担当する子どもの障害種によって研修
ニーズが異なる可能性が考えられる。研修システム・
実施状況については，教育委員会等が実施する研修講
座・免許法認定講習，大学・学会・民間支援機関等が
主催する公開講座，教師らによる自主的な研究・研修
会などがあり，研修の目的や内容によって実施に関す
る要望，頻度（回数・時間等），内容（テーマ等），方
法（形式・様態等）が異なっている（眞城，2001 14））
ことが明らかになっている。一方で，その研修の成果
をどう評価するのか，あるいは研修後に習得したもの
が学校現場に還元できているのか，といった研修の事
後に着目した研究は少ない。特別支援学校教員養成課
程カリキュラムや教員免許状認定講習の修了によって
得られる特別支援学校教員免許状，特別支援教育士資
格認定協会が認定する民間資格である「特別支援教育
士（S.E.N.S.）」など，特別支援教育の専門性を担保す
るとされる証明書はあるものの，免許・資格の取得を
目的としない一般的な現職教員研修を受講したことに
よって，その専門性が担保されたと称するシステムは
みられない。中村（2008 16））は研修終了後に受講証
の発行や研修履歴などのシステム化の必要性について
強調しており，研修を受けた教員自身がその証を求め
ていることもあろう。
　こうした背景をもとに，特別支援教育における教師
の専門性とその研修のあり方について，教育委員会
（教職員研修センターなど含む），各学校，外部の大
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学・民間専門機関などの連携のもとに，教師にとって
効果的・効率的な研修モデル（OJTとOff-JT，研修
会・ワークショップ，研修内容・方法のパッケージ化
など）について検討する必要があり，加えて研修後の
評価・成果につながるライセンス（修了証）の発行シ
ステムについて考えることが期待されていると考え
る。特に，教師の職務の多忙さを鑑みて，働き方改革
の中で，“実際的・実践的・コスパ”を重視した上で，
ハイレベルな研修内容（障害理解，アセスメント，指
導法，カリキュラムマネージメントなど）とその成果
が可視化できる仕組み（例えば，ライセンスシステム
のようなもの）を模索することも一つの方策であろ
う。ここでいう“ライセンス”とは，新たな教員免許
ではなく「実施権」のことを意味し，独占的に実施で
きる専用実施権（諸機関が試験などを課して取得する
資格）ではなく，専門的実践ができることを示す通常
実施権（大学等の研究成果等を広く多くの教員が研修
を受講して得た成果）をさすものである。
　本調査の前報19）20）では，今後希望する研修内容に
ついて，教員の所属において有意差がみられ，教職経
験年数や担当する児童生徒の実態（障害特性や特別な
教育的支援など）による有意差はみられなかった。特
に，通級指導教室（特別支援教室）と特別支援学校の
教員における研修ニーズについては，担当する児童生
徒の障害や実態，授業づくりや指導形態などに応じた
ものが求められていた。また質の高い，高度な専門性
を身につけられる研修について，教員の所属間で有意
差はみられず，特別支援教育の専門家として必要な研
修を客観的に判断し回答する場合，特別支援教育に携
わる教員間では共通する点が多いと考えられた。また，
研修スタイル・方法では「校内研修」について，通常
学級と特別支援学校からのニーズが高く，特別支援学
級と通級指導教室（特別支援教室）からのニーズが低
いことや「グループ討議」については，通級指導教室
（特別支援教室）からのニーズが高く，特別支援学校
からのニーズが低いことが明らかになった。以上から，
校内研修と校外研修でそれぞれ行われるべき研修内容
や時間数のバランスについての検討や，校内外で行わ
れる研修をつなぐシステム構築の検討が必要であると
考えられた。またライセンスの発行システムについて
は，特別支援教育に関する専門的な研修を受講後にラ
イセンス（修了証）が発行される場合，ライセンスの
取得を希望するとした教員は過半数を超えることが明
らかになった。また教員の所属や教職経験年数，担当
する児童生徒の実態（障害特性や特別な教育的支援な
ど）による有意差はみられなかった。

　本調査ではより多くのデータから，研修ニーズやラ
イセンス（修了証）に関するニーズを明らかにし，専
門性向上と効果的な研修のあり方などについて検討
し，新たな研修システムの開発に向けた基礎的資料を
得ることを目的とする。

２．方法

２．１　調査対象
　首都圏の情緒障害等通級指導教室・特別支援教室
（特別支援教室：東京都が行っている通級による指導
を教員がすべての学校を巡回して行う全校配置システ
ム）（以下，通級指導教室・特別支援教室とする）の
ある小学校1009校の担当教員及び全国の特別支援学
校813校の教員を対象とした。特別支援学校は，知的
障害教育部門の各学部主事・主任・教務教員いずれか
1名に回答を依頼した。

２．２　調査内容
　特別支援教育に関する研修において，今後希望する
研修内容と質の高い・高度な専門性を身につけられる
研修の在り方についての回答を自由記述で求めた。ま
た，ライセンス（修了証）取得希望の有無について，
「大変取得したい」「少し取得したい」「どちらとも言
えない」「あまり取得したくない」「全く取得したくな
い」の 5件法で回答を求めた。紙面上で「研修終了後
にその知識・技能の習得と活用などを評価した上で受
講者の専門性を担保するライセンス（修了証）を発行
する」という説明を行った。

２．３　調査方法
　郵送法により，独自に作成した質問紙の回答を対象
者に依頼した。期間は2019年7月から同年8月までと
した。

２．４　回収率
　通級指導教室・特別支援教室における有効回答数は
362校（回収率36%），特別支援学校における有効回
答数は160校（回収率19.7%）で，そのうち小学部教
員53名・中学部教員47名・高等部教員58名であっ
た。

２．５　分析の観点
　本調査の前報19）20）の対象である特別支援教育に関
わる教員1206名のうち，通級指導教室・特別支援教
室の教員389名と特別支援学校の教員236名の結果
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（以下，研修後データとする）と，本調査の結果（以
下，郵送データとする）を比較・分析することとし
た。なお，本調査の対象である通級指導教室・特別支
援教室の教員はすべて自閉症・情緒障害を対象とする
教室に所属していた。前報における自閉症・情緒障害
を担当していた教員は289名（74.3％），難聴・言語障
害を担当している教員は100名（25.7％）であった。

２．６　分析方法
　自由記述で得られた回答は，大学教員 1名と臨床心
理学を専門とする大学院生 2名が，意味のまとまりご
とに切片化し，KJ法を援用した方法によりカテゴリー
化を行なった。その際，複数のカテゴリーに当てはま
ると判断された場合は複数に分類した。表中の項目数
（n）は延べ数である。自由記述で項目に関する回答が
得られた場合は「希望あり」，項目に関する記述が特
にない場合は「特になし」とし，カイ二乗検定を行
なった。

２．７　倫理的配慮
　質問紙の郵送ならびに配布した際に，研究倫理を遵
守し，得られたデータは統計的に処理し，学校や個人
などが特定されることがないことを明記した調査依頼
書を同封・提示した。調査用紙への回答をもって，調
査ならびに研究結果の発表について同意が得られたも
のとした。その上で，個人情報に十分留意し，倫理的
配慮を行った。

３．結果

３．１　今後希望する研修内容について
　通級指導教室・特別支援教室（郵送データ）の教員
が今後希望する研修内容（表 1）は，様々な障害にお
ける指導法・対応に関する研修（217名，46.7%），具
体的事例・実践に関する研修（99名，21.3%），アセ
スメントの見方や活用法に関する研修（54名，
11.6%），校内や外部機関等との連携に関する研修（32
名，6.9%），授業づくりや教材作りに関する研修（31
名，6.7%），進路指導に関する研修（20名，4.3%），
自立活動の内容に関する研修（9名，1.9%）であった。
　また，特別支援学校（郵送データ）の教員が今後希
望する研修内容（表 2）は，様々な障害における指導
法・対応に関する研修（76名，43.9%），教育課程や
学習指導要領に関する研修（25名，14.5%），具体的
事例・実践に関する研修（22名，12.7%），授業づく
りや教材作りに関する研修（19名，11.0%），自立活

動の内容に関する研修（12名，6.9%），アセスメント
の見方や活用法に関する研修（11名，6.4%），進路指
導に関する研修（6名，3.5%），校内や外部機関等と
の連携に関する研修（2名，1.2%）であった。

３．１．１　 今後希望する研修内容における研修後
データと郵送データの比較

　研修後データと郵送データを比較すると，通級指導
教室・特別支援教室では「様々な障害における指導
法・対応に関する研修」（χ² （1） =95.955, p＜ .01），「具
体的な事例や実践に関する研修」（χ² （1） =34.251, p
＜ .01），「授業づくりや教材作りに関する研修」（χ² 

（1） =7.372, p＜ .01），「校内や外部機関等との連携に
関する研修」（χ² （1） =10.231, p＜ .01），「進路指導に
関する研修」（χ² （1） =14.416, p＜ .01）のニーズが，
研修後データに比べ，郵送データの方が有意に高いこ
とが明らかになった（表3）。
　また特別支援学校では「様々な障害における指導
法・対応に関する研修」（χ² （1） =18.273, p＜ .01），「自
立活動の内容に関する研修」（χ² （1） =4.664, p＜ .05）
のニーズが，研修後データに比べ，郵送データの方が
有意に高いことが明らかになった（表 4）。

３．２　 質の高い，高度な専門性を身につけられる研修
について

　通級指導教室・特別支援教室（郵送データ）の教員

表２　今後希望する研修内容（特別支援学校）（n=173）

研修内容 名（％）
様々な障害における指導法・対応に関する研修 76（43.9%）
教育課程や学習指導要領に関する研修 25（14.5%）
具体的事例・実践に関する研修 22（12.7%）
授業づくりや教材作りに関する研修 19（11.0%）
自立活動の内容に関する研修 12（6.9%）
アセスメントの見方や活用法に関する研修 11（6.4%）
進路指導に関する研修 6（3.5%）
校内や外部機関等との連携に関する研修 2（1.2%）

表１　 今後希望する研修内容（通級指導教室・特別支援教
室）（n=465）

研修内容 名（％）
様々な障害における指導法・対応に関する研修 217（46.7%）
具体的事例・実践に関する研修 99（21.3%）
アセスメントの見方や活用法に関する研修 54（11.6%）
校内や外部機関等との連携に関する研修 32（6.9%）
授業づくりや教材作りに関する研修 31（6.7%）
進路指導に関する研修 20（4.3%）
自立活動の内容に関する研修 9（1.9%）
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表４　今後希望する研修内容における比較（特別支援学校）（n=411）
研修後データ 郵送データ 合計 χ²検定

指導法・対応 希望あり 57 76 133

**調整済み残差 ‒4.3 4.3
特になし 181 97 278
調整済み残差 4.3 ‒4.3

具体的事例・実践 希望あり 24 22 46
n.s.調整済み残差 ‒0.8 0.8

特になし 214 151 365
調整済み残差 0.8 ‒0.8

アセスメント 希望あり 7 11 18
n.s.調整済み残差 ‒1.7 1.7

特になし 231 162 393
調整済み残差 1.7 ‒1.7

授業つくり・教材 希望あり 15 19 34
n.s.調整済み残差 ‒1.7 1.7

特になし 223 154 377
調整済み残差 1.7 ‒1.7

連携 希望あり 3 2 5
n.s.調整済み残差 0.1 ‒0.1

特になし 235 171 406
調整済み残差 ‒0.1 0.1

自立活動 希望あり 6 12 18

*調整済み残差 ‒2.2 2.2
特になし 232 161 393
調整済み残差 2.2 ‒2.2

進路指導 希望あり 1 6 7

‒調整済み残差 ‒2.4 2.4
特になし 237 167 404
調整済み残差 2.4 ‒2.4

合計 238 173 411
**p＜ .01，*p<.05，n.s.有意差なし
■：調整済み残差が1.96以上の値

表３　今後希望する研修内容における比較（通級指導教室・特別支援教室）（n=754）

研修後データ 郵送データ 合計 χ²検定
指導法・対応 希望あり 97 217 314

**調整済み残差 ‒9.8 9.8
特になし 295 145 440
調整済み残差 9.8 ‒9.8

具体的事例・実践 希望あり 42 99 141

**調整済み残差 ‒5.9 5.9
特になし 350 263 613
調整済み残差 5.9 ‒5.9

アセスメント 希望あり 44 54 98
n.s.調整済み残差 ‒1.5 1.5

特になし 348 308 656
調整済み残差 1.5 ‒1.5

授業つくり・教材 希望あり 15 31 46

**調整済み残差 ‒2.7 2.7
特になし 377 331 708
調整済み残差 2.7 ‒2.7

連携 希望あり 13 32 45

**調整済み残差 ‒3.2 3.2
特になし 379 330 709
調整済み残差 3.2 ‒3.2

自立活動 希望あり 8 9 17

n.s.調整済み残差 ‒0.4 0.4
特になし 384 353 737
調整済み残差 0.4 ‒0.4

進路指導 希望あり 3 20 23

**調整済み残差 ‒3.8 3.8
特になし 389 342 731
調整済み残差 3.8 ‒3.8

合計 392 362 754
**p＜ .01，n.s.有意差なし

■：調整済み残差が1.96以上の値
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から得られた「質の高い，高度な専門性を身につけら
れる研修」についての回答は，理論と実践がつながる
研修（106名，23.6%），多様な事例（障害種など）に
対応する研修（具体的事例・実践の紹介と共有）（80
名，17.8%），現場（実践）で活用できる・役に立つ
研修（61名，13.6%），アセスメントに関する知識や
活用法について（51名，11.3%），知識を得た上での
実技（42名，9.3%），医療や心理等の外部専門家の講
義（41名，9.1%），現場を見てもらってから専門家を
入れてケース会議（23名，5.1%），ニーズや経験に合
わせた研修（21名，4.7%），視覚的ツールや体験を用
いた研修（11名，2.4%），当事者の話を聞くことがで
きる研修（8名，1.8%）であった（表 5）。
　また，特別支援学校（郵送データ）の教員から得ら
れた回答は，理論と実践がつながる研修（49名，
34.0%），現場（実践）で活用できる・役に立つ研修
（28名，19.4%），知識を得た上での実技（19名，
13.2%），多様な事例（障害種など）に対応する研修
（具体的事例・実践の紹介と共有）（18名，12.5%），
現場を見てもらってから専門家を入れてケース会議
（12名，5.1%），アセスメントに関する知識や活用法
について（6名，4.2%），視覚的ツールや体験を用い
た研修（4名，2.8%）であった（表 6）。

表７　質の高い，高度な専門性を身につけられる研修における比較（通級指導教室・特別支援教室）（n=842）

研修後データ 郵送データ 合計 χ²検定
理論と実践がつながる研修 希望あり 44 106 150

**調整済み残差 ‒4.7 4.7
特になし 348 344 692
調整済み残差 4.7 ‒4.7

多様な事例（障害種など）に対応する
（具体的事例・実践の紹介と共有）

希望あり 66 80 146
n.s.調整済み残差 ‒0.4 0.4

特になし 326 370 696
調整済み残差 0.4 ‒0.4

現場（実践）で活用できる・役に立つ
研修

希望あり 53 61 114
n.s.調整済み残差 0.0 0.0

特になし 339 389 728
調整済み残差 0.0 0.0

アセスメントに関する知識や活用法に
ついて

希望あり 33 51 84
n.s.調整済み残差 ‒1.4 1.4

特になし 359 399 758
調整済み残差 1.4 ‒1.4

知識を得た上での実技 希望あり 18 42 60
**調整済み残差 ‒2.7 2.7

特になし 374 408 782
調整済み残差 2.7 ‒2.7

視覚的ツールや体験を用いた研修 希望あり 33 11 44

**調整済み残差 3.9 ‒3.9
特になし 359 439 798
調整済み残差 ‒3.9 3.9

現場を見てもらってから専門家を入れ
てケース会議

希望あり 20 23 43

n.s.調整済み残差 0.0 0.0
特になし 372 427 799
調整済み残差 0.0 0.0

合計 392 450 842
**p＜ .01，n.s.有意差なし

■：調整済み残差が1.96以上の値

表５　 質の高い，高度な専門性を身につけられる研修（通級
指導教室・特別支援教室）（n=450）

研修内容 名（％）
理論と実践がつながる研修 106（23.6%）
多様な事例（障害種など）に対応する（具体的事例・実践の紹介と共有） 80（17.8%）
現場（実践）で活用できる・役に立つ研修 61（13.6%）
アセスメントに関する知識や活用法について 51（11.3%）
知識を得た上での実技 42（9.3%）
医療や心理等の外部専門家の講義 41（9.1%）
現場を見てもらってから専門家を入れてケース会議 23（5.1%）
ニーズや経験に合わせた研修 21（4.7%）
視覚的ツールや体験を用いた研修 11（2.4%）
当事者の話を聞くことができる研修 8（1.8%）

表６　 質の高い，高度な専門性を身につけられる研修（特別
支援学校）（n=144）

研修内容 名（％）
理論と実践がつながる研修 49（34.0%）
現場（実践）で活用できる・役に立つ研修 28（19.4%）
知識を得た上での実技 19（13.2%）
多様な事例（障害種など）に対応する（具体的事例・実践の紹介と共有）18（12.5%）
現場を見てもらってから専門家を入れてケース会議 12（5.1%）
アセスメントに関する知識や活用法について 6（4.2%）
視覚的ツールや体験を用いた研修 4（2.8%）

－ 545 －

福田，他 : 特別支援教育における教師の研修ニーズと専門性向上に関する調査報告



３．２．１　 質の高い，高度な専門性を身につけられ
る研修における研修後データと郵送デー
タの比較

　研修後データと郵送データを比較すると，通級指導
教室・特別支援教室では「理論と実践がつながる研
修」（χ² （1） =21.758, p＜ .01），「知識を得た上での実
技」（χ² （1） =7.117, p＜ .01）において，研修後データ
に比べ郵送データの方が有意に高く，「視覚的ツール
や体験を用いた研修」（χ² （1） =15.096, p＜ .01）では，
郵送データの方が有意に低いことが明らかになった
（表 7）。
　また特別支援学校においても通級指導教室・特別支
援教室と同様に「理論と実践がつながる研修」（χ² （1） 
=31.320, p＜ .01），「知識を得た上での実技」（χ² （1） 
=4.401, p＜ .05）で，研修後データに比べ郵送データ
の方が有意に高いことが明らかになった（表 8）。

３．３　 研修受講後のライセンス（修了証）取得希望
について

　特別支援教育に関する専門的な研修を受講後，ライ
センス（修了証）が発行されるとしたら取得したいか
どうかについて，通級指導教室・特別支援教室（郵送

データ）では，151名（43.6%）の教員が「取得した
い」，143名（41.3%）の教員が「どちらとも言えない」，
52名（15.0%）の教員が「取得したくない」と回答し
た。また，特別支援学校（郵送データ）では，38名
（24.2%）の教員が「取得したい」，91名（58.0%）の
教員が「どちらとも言えない」，28名（17.8%）の教員
が「取得したくない」と回答した。以上から，特に通
級指導教室・特別支援教室においては，研修後か否か
に関わらずライセンス（修了証）を取得したいと考え
ている教員が半数近くいることが明らかになった。

３．３．１　 ライセンス（修了証）取得希望における
研修後データと郵送データの比較

　研修後データと郵送データを比較すると，通級指導
教室・特別支援教室の教員におけるライセンス（修了
証）の取得希望が，郵送データに比べて研修後データ
の方が有意に高いことが明らかになった（表 9）。ま
た，特別支援学校教員におけるライセンス取得希望も
同様に，郵送データに比べて研修後データの方が有意
に高いことが明らかになった（表10）。

表８　質の高い，高度な専門性を身につけられる研修における比較（特別支援学校）（n=380）

研修後データ 郵送データ 合計 χ²検定
理論と実践がつながる研修 希望あり 25 49 74

**
調整済み残差 -5.6 5.6
特になし 211 95 306
調整済み残差 5.6 -5.6

現場（実践）で活用できる・役に立つ
研修

希望あり 53 28 81

n.s.調整済み残差 0.7 -0.7
特になし 183 116 299
調整済み残差 -0.7 0.7

知識を得た上での実技 希望あり 16 19 35

*調整済み残差 -2.1 2.1
特になし 220 125 345
調整済み残差 2.1 -2.1

多様な事例（障害種など）に対応する
（具体的事例・実践の紹介と共有）

希望あり 41 18 59

n.s.調整済み残差 1.3 -1.3
特になし 195 126 321
調整済み残差 -1.3 1.3

現場を見てもらってから専門家を入
れてケース会議

希望あり 14 12 26

n.s.調整済み残差 -0.9 0.9
特になし 222 132 354
調整済み残差 0.9 -0.9

アセスメントに関する知識や活用法に
ついて

希望あり 11 6 17

n.s.
調整済み残差 0.2 -0.2
特になし 225 138 363
調整済み残差 -0.2 0.2

視覚的ツールや体験を用いた研修 希望あり 17 4 21

n.s.
調整済み残差 1.8 -1.8
特になし 219 140 359
調整済み残差 -1.8 1.8

合計 236 144 380
**p＜ .01，*p<.05，n.s.有意差なし
■：調整済み残差が1.96以上の値
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４．考察

　今後希望する研修内容については，概ね研修後デー
タと同様の結果が得られたが，特別支援学校（郵送
データ）のみ「教育課程や学習指導要領に関する研修」
（25名，14.5%）という回答が得られ，特別支援学校
（郵送データ）では 2番目に多い回答であった。平成
29年 3月に特別支援学校学習指導要領が告示され、
令和 2年度からは小学部で新学習指導要領が実施され
る。改訂にともない，主体的・対話的で深い学びの実
現や，カリキュラム・マネジメントの確立など，幅広
い改訂にどのように対応していくかが、喫緊の課題と
なっている。本調査の特別支援学校（郵送データ）の
回答者である学部主事・主任・教務教員等にとって
も，特に重要な課題と捉えられているのではないかと
考えられる。今後希望する研修内容における研修後
データと郵送データの比較では，特に通級指導教室・
特別支援教室において多くの項目で有意差がみられ
た。この点に関しては，一つの要因として，自閉症・
情緒障害を対象としている学級と，難聴・言語障害を
対象としている学級のように教員が所属している学級
の違いが影響したのではないかと考えられる。一方で，
特別支援学校においては知的障害部門のみのデータを
取り扱う郵送データとその他の部門も含める研修後
データで大きな差はみられなかった。しかし本調査で
は，有意差が生じた要因について十分に検証できない
ため，今後さらに深く調査する必要があるだろう。
　質の高い，高度な専門性を身につけられる研修につ

いての結果では，通級指導教室・特別支援教室特有の
ものとして「医療や心理等の外部専門家の講義」（41
名，9.1%），「ニーズや経験に合わせた研修」（21名，
4.7%），「当事者の話を聞くことができる研修」（8名，
1.8%）等の回答がみられた。通級指導教室・特別支
援教室においては，教育に関する知識だけでなく，医
療や心理に関する専門性を有する必要性や，子どもの
実態やニーズを把握する困難さを感じている教員が多
いのではないかと推察された。研修後データと郵送
データの比較では，多くの項目に関して有意差はみら
れなかった。前報と同様，特別支援教育の専門家とし
て必要な研修を客観的に判断し回答する場合，特別支
援教育に携わる教員間では共通する点が多いと考えら
れる。有意差が出た項目に関しては，本調査ではその
要因についての明言はできないため，今後の課題とし
たい。
　ライセンス（修了証）については，研修後データと
郵送データの比較から，研修を受けた直後の教員の方
が，よりライセンス（修了証）取得希望が強いことが
明らかになった。また，通級指導教室・特別支援教室
（郵送データ）においてライセンスを「取得したい」と
考えている教員が151名（43.6%）と半数近くにのぼっ
たのに対し，特別支援学校では38名（24.2%）にとど
まった。本結果には，特別支援学校教員の特別支援学
校教諭免許状保有率が83.0%（文部科学省，2020 21））
と増加傾向にあるのに対し，通級指導教室・特別支援
教室の特別支援学校教諭免許状や当該障害種の免許状
の保有率が低いことが関係していると推察される。ラ

表９　通級指導教室・特別支援教室教員におけるライセンス取得希望（n=733）

表10　特別支援学校教員におけるライセンス取得希望（n=383）

研修後データ 郵送データ 合計 χ²検定
ライセンス取得希望 希望あり 227 151 378

**

調整済み残差 4.1 -4.1
どちらでもない 129 143 272
調整済み残差 -2.2 2.2
希望なし 31 52 83
調整済み残差 -3.0 3.0

合計 387 346 733
**p＜ .01，n.s.有意差なし

■：調整済み残差が1.96以上の値

研修後データ 郵送データ 合計 χ²検定
ライセンス取得希望 希望あり 135 38 173

**

調整済み残差 7.0 ‒7.0
どちらでもない 64 91 155
調整済み残差 ‒5.7 5.7
希望なし 26 29 55
調整済み残差 ‒1.9 1.9

合計 225 158 383
**p＜ .01，n.s.有意差なし

■：調整済み残差が1.96以上の値
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イセンスシステムが特に特別支援学校教諭免許状や当
該障害種の免許状を保有していない教員にとって有効
なシステムである可能性が示唆された。

付　記

　本研究は、東京学芸大学現職教員研修推進機構によ
るプロジェクト『特別支援教育に関わる大学発信型現
職教員研修システムの開発』の一環として行った。
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―― 特別支援学校，通級指導教室の教師を対象として ――

Survey Report on Special Needs Education Teacher Training Needs and 
Professionalization:

The Participants were Guidance Class Teachers and Special Support School Teachers
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Abstract

 Teacher training for special needs education was investigated. The participants were guidance class teachers (n = 362 ) in 

the Kanto region and special support school teachers from all over Japan (n = 160). We conducted a postal questionnaire 

survey after teacher training courses, and analyzed and compared the results with the results of previous studies. The results 

indicated that “training on teaching methods and how to manage different disabilities” was the most frequently desired 

training content in future courses. Moreover, special needs schools teachers wanted “Training on curriculum and curriculum 

guidelines.” Comparing the results of training and mailing methods indicated significant differences in items related to the 

ideal training content among class guidance teachers. Moreover, the desire for training to acquire a high degree of quality 

specialization did not differ significantly. Furthermore, there was a high demand for professional licenses (certificates of 

completion) by guidance class teachers. It is considered that having a special needs school teachers’ license was desirable.

Keywords: special needs education, teacher training, professionalization, guidance class, special support school

Support Center for Special Needs Education and Clinical Practice on Education, Tokyo Gakugei University, 4-1-1 

Nukuikita-machi, Koganei-shi, Tokyo 184-8501, Japan

要旨:　本研究は特別支援教育の現職研修について検討することを目的とした。首都圏にある通級指導教室・
特別支援教室の教員362名と，全国の特別支援学校の教員160名を対象に，郵送法による質問紙調査を実施し，
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結果を分析するとともに，前報（研修後に質問紙調査を実施したもの）との比較・分析も行った。今後希望す
る研修内容については，「様々な障害における指導法・対応に関する研修」が最も多い回答であった。「教育課
程や学習指導要領に関する研修」は特別支援学校特有の回答であった。研修後に実施した結果と、郵送法によ
り実施した結果を比較すると，特に通級指導教室・特別支援教室の今後希望する研修内容に関する多くの項目
で有意差がみられた。質の高い・高度な専門性を身につけられる研修については，あまり有意差はみられな
かった。専門的ライセンス（修了証）に関しては，特に通級指導教室・特別支援教室からの取得希望が高く，
特別支援学校教諭免許状の保有率が影響しているのではないかと考えられた。

キーワード: 特別支援教育，教員研修，専門性，通級指導教室，特別支援学校
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